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 １．各種鉱種における需給状況等について 



２０１２年4月現在 

Nd:US$175/kg 

Dy：US$2100/kg 

3 

１－＇１（ ネオジム＇Ｎｄ（、ジスプロシウム＇Ｄｙ（：供給量 

○世界における生産量及び我が国の輸入相手国において中国が大きなシェアを占めている。 

○さらに中国は、レアアースの輸出数量管理を強化していることから、供給リスクが存在。 

 

■国別鉱石生産量＇２０１０年（ 

国名 
生産量 
＇トン（ 

割合 

１位 中国 130,000 97.3% 

２位 インド 2,700 2.0% 

３位 ブラジル 550 0.4% 

上位３カ国計 133,250 99.7% 

■輸入相手国＇２０１０年（ 

国名 
輸入量 
＇トン（ 

割合 

１位 中国 19,721 82.1% 

２位 ベトナム 595 2.5% 

３位 韓国 388 1.6% 

上位３カ国計 20,704 86.2% 

供給の現状 資源の価格推移 

出典：MINERAL COMMODITY SUMMARIES 、財務省貿易統計、工業レアメタル2011＇参考値（。 

    数値は希土類全体の酸化物量。 

暦年 2007 2008 2009 2010 
2011 2012 

(第1期) (第2期) 計 (第1期) 
輸出数量枠 60,173 47,449 50,145 30,259 14,446 15,738 30,184 24,904 

■中国の対世界レアアース輸出枠＇総量ベース（                  ＇出典：中国商務部（＇単位：トン（   

鉄合金を新たに管理対象に追加 約4割削減 
＜内訳＞ 
 軽希土 約21,700トン 
 中重希土 約3,204トン 

中国の輸出数量管理の状況 

 昨年12月27日、中国商務部が本年第１期レアアース輸出枠を２４，９０４トンと発表。今回の発表は通年の
８０％であり、年間では約３１，０００トンの見通し。初めて、軽希土類と中重希土類を分けて輸出枠を公表
(各々２１，７００トン、３，２０４トン（。 

自給率＇※（ 

鉱山 ０％ 

リサイクル ０％ 

計 ０％ 

※既存の統計資料や企業アンケートなどから   

 2010年の推計値＇参考（。分母は内需。 

 希土類全体の値を示す。 

■国別埋蔵量＇２０１０年（ 

国名 
埋蔵量 
＇千トン（ 

割合 

１位 中国 55,000 50.0% 

２位 CIS 19,000 17.3% 

３位 アメリカ 13,000 11.8% 

上位３カ国計 87,000 79.1% 

出典：レアメタルニュース 
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※基準価格：2009年4月＝100
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１－＇１（ ネオジム＇Ｎｄ（、ジスプロシウム＇Ｄｙ（：需要量 

○ネオジム磁石の製造に用いられ、主にエアコン、次世代自動車＇ＨＶ、ＰＨＶ、ＥＶ（、ハードディスク
等の製品に搭載されて出荷される。 

○今後も次世代自動車、高性能家電等のネオジム磁石搭載製品の需要増加により、需要増が見
込まれる。 

動脈側のマテリアルフロー＇２００９（ 

国内需要量 

2010年 2015年 2020年 

国内需要量 
＇単位：トン（ 

5,200 6,200 7,100 

出典：２０１０年については工業レアメタル２０１１より。２０１５年以降の増加量については 

    ＇独（石油天然ガス・金属鉱物資源機構：「平成２１年度レアメタル関連データ収集 

    等業務」に関する報告書より。 

2010年 2015年 2020年 

国内需要量 
＇単位：トン（ 

600 720 740 

ジスプロシウム ネオジム ネオジム＇Nd（ ジスプロシウム＇Dy（ 

0～300ｔ＇酸化ネオジム（

0～950ｔ＇酸化ネオジム（

レアアース磁石

ハードディスク＇２９％（

モーター＇２５％（
＇家電・産業機械等（

自動車＇２３％（

その他＇２３％（

輸出入 中間製品 応用製品

400ｔ

2,500～2,800ｔ

9,000～10,000ｔ
国内生産：9,000t
輸入：0～1,000t

金属ジスプロシウム

磁石合金

金属ジジム＇ネオジ
ム・プラセオジム（

工程くず

単位：マテリアル量ｔ
：原料・製品のフロー
：スクラップのフロー

酸化物ネオジム
排ガス浄化触媒・ブタジ
エン重合開始触媒など

180～650ｔ＇酸化ネオジム（

セラミックコンデンサー

国内
消費

Nd・Dy含有製品

Nd・Dy含有製品

出典：工業レアメタル2011、JOGMEC資料等に基づき作成 
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リサイクルにより確保できるレアメタル量のポテンシャル＇※（ 

出典： 
・使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する研究
会含有量調査データ 

・＇独（石油天然ガス・金属鉱物資源機構：平成２１年度レアメタル関連
データ収集等業務に関する報告書 

・みずほ情報総研：平成２１年度使用済家電４品目の経過年数調査 

・経済産業省：平成１９年度鉱物資源供給対策調査報告書 

・産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会資料 他 

※仮に、過去の出荷製品が平均使用年数を経た後に全量排出・回収され、当該製品中のレア
メタルを全量抽出できた場合に、１年間で確保できるレアメタル量。 

レアメタル含有製品の排出見通し 

当該年度ネオジム／ジス
プロシウムの国内総需要
量に占める比率 

１－＇１（ ネオジム＇Ｎｄ（、ジスプロシウム＇Ｄｙ（：排出量 

○今後、次世代自動車や高性能家電等のネオジム磁石搭載製品の排出量が大幅に増加すること
が見込まれ、リサイクルは一定程度のポテンシャルを有している。 
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＇単位：千台（ 
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リサイクル技術の現状 

１－＇１（ ネオジム＇Ｎｄ（、ジスプロシウム＇Ｄｙ（：技術 

これまでの技術開発動向 

○使用済製品からネオジム磁石を脱磁・分離回収する前処理技術のうち、エアコンのコンプレッ
サーやハードディスクの前処理技術は実用化されつつある。 

○使用済ネオジム磁石からネオジム・ジスプロシウムを回収する後処理技術は実用化されている。 

前処理 後処理 

ハードディスク △ 

○ エアコン・コンプレッサモータ等 △ 

自動車用モータ △ 

○：実用化 

△：開発中、実証試験中 

×：未開発 

～１９年度 
＇～２００７（ 

２０年度 
＇２００８（ 

２１年度 
＇２００９（ 

２２年度 
＇２０１０（ 

２３年度 
＇２０１１（ 

前
処
理
技
術 

ハードディスク 

エアコン・コンプ
レッサーモーター 

ドラム式洗濯機
モーター 

電動パワステ 
モーター 

自動車駆動用
モーター 

後処理技術 

ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸからﾈｵｼﾞﾑ磁石を分離回収 
する自動化装置の開発［METI補助］ 

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻﾓｰﾀからﾈｵｼﾞﾑ磁石を分離回収 
する自動化装置の開発［METI補助］ 

自動化装置の実用化開発 
［NEDO補助］ 

自動化装置の実用化開発 
［NEDO補助］ 

電動ﾊﾟﾜｽﾃﾓｰﾀからﾈｵｼﾞﾑ磁石を分離 
回収する技術の開発［NEDO補助］ 

新たな後処理技術の 
開発［METI補助］ 

新たな後処理技術の 
開発［NEDO補助］ 

1990年代 

工程内ﾘｻｲｸﾙ 

事業化 

ﾄﾞﾗﾑ式洗濯機ﾓｰﾀからﾈｵｼﾞﾑ磁石を分離回収 
する自動化装置の実用化開発［NEDO補助］ 

ﾈｵｼﾞﾑとﾌﾟﾗｾｵｼﾞﾑの抽出剤量産技術の開発・実証［民間企業］ 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車等の駆動用ﾓｰﾀからﾈｵｼﾞﾑ磁石を分離回収する技術の開発 

6 出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第１９回（資料より。 
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１－＇２（ コバルト＇Ｃｏ（：供給量 

○世界生産量の５割程度が、政情が不安定なコンゴ民主共和国に集中しており、供給リスクが存在。 

 

■国別鉱石生産量＇２０１０年（ 

国名 
生産量 
＇トン（ 

割合 

１位 コンゴ民 45,000 51.1% 

２位 ザンビア 11,000 12.5% 

３位 中国 6,200 7.0% 

上位３カ国計 62,200 70.6% 

■輸入相手国＇２０１０年（ 

国名 
輸入量 
＇トン（ 

割合 

１位 フィンランド 4,333 33.1% 

２位 豪州 2,186 16.7% 

３位 カナダ 2,069 15.8% 

上位３カ国計 8,588 65.6% 

供給の現状 資源の価格推移 

出典：MINERAL COMMODITY SUMMARIES 、財務省貿易統計、工業レアメタル2011＇参考値（。 

    数値は純分換算値。 

自給率＇※（ 

鉱山 １８％ 

リサイクル ０％ 

計 １８％ 

※既存の統計資料や企業アンケートなどから 

 2010年の推計値＇参考（。 分母は内需。 

■国別埋蔵量＇２０１０年（ 

国名 
埋蔵量 
＇千トン（ 

割合 

１位 コンゴ民 3,400 46.6% 

２位 豪州 1,400 19.2% 

３位 キューバ 500 6.8% 

上位３カ国計 5,300 72.6% 

２０１２年4月現在 

Co:US$33.25/kg 

出典： Metal Bulletin 
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※基準価格：2009年4月＝100
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１－＇２（ コバルト＇Ｃｏ（：需要量 

○主に二次電池の製造に用いられ、ノートパソコン、携帯電話、デジタルカメラ等のモバイルＩＴ機器
や、次世代自動車＇ＨＶ、ＰＨＶ、ＥＶ（の最終製品に搭載されて出荷される。 

○電池１個あたりの省コバルト化が進んでいるものの、次世代自動車等の需要の増加やノートパソ
コン、携帯電話の堅調な需要によりコバルトの需要が増加すると見込まれる。 

動脈側のマテリアルフロー＇２０１０（ 

国内需要量 

出典：２０１０年については工業レアメタル２０１１より。２０１５年以降の増加量については＇独（石油天然
ガス・金属鉱物資源機構：「平成２１年度レアメタル関連データ収集等業務」に関する報告書より。 

ネオジム コバルト＇Co（ 

2010年 2015年 2020年 

国内需要量 
＇単位：トン（ 

14,000 14,900 16,300 

出典：ＪＯＧMEC鉱物資源マテリアルフロー2010およびヒアリングに基づき作成 

単位：特記以外純分ｔ

：原料・製品のフロー

：スクラップのフロー

国内製錬 主要製品 主応用製品

(○：回収あり）

ニッケル製錬副生物

特殊鋼　　　　　　　　○

製錬所 電気コバルト 需要：493

0 電気コバルト 超硬工具　　　　　　 ○

生産：1,332 需要：201

塊・粉・くず 磁性材料               ○

10,606 無機薬品 需要：141 国内

酸化コバルト リチウムイオン電池   ○ 消費

酸化物・水酸化物 水酸化コバルト 需要：10,384

546 硝酸コバルト 触媒　　　　　　　　　 ○

硫酸コバルト 需要：202

炭酸コバルト その他

めっき、陶磁器着色剤

サーミスタ、他

1,951 需要：498

酸化物・水酸化物

467

コバルト含有製品

コバルトのマテリアルフロー（2009)

輸入原料

コバルト鉱石

塊・粉・くず

国内製錬 主要製品 主応用製品

(○：回収あり）

工程くず

ニッケル製錬副生物

特殊鋼　　　　　　　　○

製錬所 電気コバルト 需要：771

0 電気コバルト 超硬工具　　　　　　 ○

生産：1,935 需要：379

マット、塊・粉・くず 磁性材料               ○

12,317 需要：175 国内

板棒線　                ○ 消費

無機薬品 需要：242

酸化コバルト リチウムイオン電池   ○

酸化物・水酸化物 水酸化コバルト 需要：9,529

756 硝酸コバルト 触媒　　　　　　　　　 ○

硫酸コバルト 需要：263

炭酸コバルト その他

3,784 めっき、陶磁器着色剤

酸化物・水酸化物 サーミスタ、他

330 需要：482

コバルト含有製品

輸出入

コバルト鉱石

マット、塊・粉・くず
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出典： 
・使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する研究会 
含有量調査データ 

・＇独（石油天然ガス・金属鉱物資源機構：平成２１年度レアメタル関連デー
タ収集等業務に関する報告書 

・経済産業省：平成１９年度鉱物資源供給対策調査報告書 

・産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会資料 他                               

※仮に、過去の出荷製品が平均使用年数を経た後に全量排出・回収され、当該製品中のレアメタルを全
量排出できた場合に、１年間で確保できるレアメタル量。 

当該年度のコバルトの国
内総需要量に占める比率 

１－＇２（ コバルト＇Ｃｏ（：排出量 

○今後、小型二次電池や次世代自動車用電池の排出台数の増加が見込まれ、リサイクルは一定
程度のポテンシャルを有している。 

リサイクルにより確保できるレアメタル量のポテンシャル＇※（ 

レアメタル含有製品の排出見通し 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

800 

2010年度 2015年度 2020年度 2025年度 

次世代自動車 

ＨＥＶ 

ＰＨＶ 

ＥＶ 

＇単位：千台（ 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

2010年度 2015年度 2020年度 2025年度 

小型リチウムイオン電池用正極材 ＇単位：トン（ 

0 

500 

1000 

1500 

2000 

2500 

2010年 2015年 2020年 2025年 

＇単位：トン（ 

次世代自動車 

＇リチウムイオン電池、 

ニッケル水素電池（ 

小形リチウムイオン電池 

6.20% 5.24% 

13.43% 

5.50% 



リサイクル技術の現状 

１－＇２（ コバルト＇Ｃｏ（ ：技術 

○使用済小形二次電池、自動車用ニッケル水素電池からコバルト含有物を回収する前処理技術は
実用化されているが、自動車用リチウムイオン電池の前処理技術は実用化されていない。 

○コバルト含有物からコバルトを抽出分離する後処理技術は現時点において実用化されていない。 

～１９年度 
＇～２００７（ 

２０年度 
＇２００８（ 

２１年度 
＇２００９（ 

２２年度 
＇２０１０（ 

２３年度 
＇２０１１（ 

前
処
理
技
術 

小形二次電池 

自動車用 
リチウムイオン電池 

自動車用 
ニッケル水素電池 

後
処
理
技
術 

小形二次電池 

自動車用 
リチウムイオン電池 

自動車用 
ニッケル水素電池 

ｺﾊﾞﾙﾄの溶媒抽出・電解採取法の開発［METI委託］ 

2001年事業化 

2010年事業化 

自動車用ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の解体分別方法の開発［METI委託］ 

ｺﾊﾞﾙﾄの抽出分離技術の開発・実証［民間企業］ 

前処理 後処理 

小形二次電池 ○ △ 

自動車用リチウムイオン電池 △ △ 

自動車用ニッケル水素電池 ○ △ 

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第１９回（資料より。 
10 

これまでの技術開発動向 

○：実用化 

△：開発中、実証試験中 

×：未開発 

抽出分離技術の
実証［民間企業］ 

ｺﾊﾞﾙﾄの溶媒抽出技術の開発・実証［民間企業］ 
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１－＇３（ タングステン＇Ｗ（：供給量 

○世界における生産量及び我が国の輸入相手国において中国が大きなシェアを占めている。 

○中国において輸出管理の対象鉱種となっていることから、今後中国政府の政策によっては、生産
及び輸出管理強化の可能性も否定できず、引き続き供給リスクあり。 

 

■国別鉱石生産量＇２０１０年（ 

国名 
生産量 
＇トン（ 

割合 

１位 中国 52,000 85.2% 

２位 ロシア 2,500 4.1% 

３位 ボリビア 1,100 1.8% 

上位３カ国計 55,600 91.1% 

■輸入相手国＇２０１０年（ 

国名 
輸入量 
＇トン（ 

割合 

１位 中国 7,352 82.5% 

２位 韓国 439 4.9% 

３位 ベトナム 227 2.6% 

上位３カ国計 8,018 90.0% 

供給の現状 資源の価格推移 

出典：MINERAL COMMODITY SUMMARIES 、財務省貿易統計、工業レアメタル2011＇参考値（。数値は純分換算値。 

自給率＇※（ 

鉱山 ０％ 

リサイクル ９％ 

計 ９％ 

※既存の統計資料や企業アンケートなどから 

 2010年の推計値＇参考（。分母は内需。   

■国別埋蔵量＇２０１０年（ 

国名 
埋蔵量 
＇千トン（ 

割合 

１位 中国 1,900 65.5% 

２位 ロシア 250 8.6% 

３位 アメリカ 140 4.8% 

上位３カ国計 2,290 78.9% 
２０１２年4月現在 

w:US$403.6/kg 

出典： Metal Bulletin ＇WO3純分重量（ 

中国における政策動向 

施行年月 政策等の概要 

2006年4月 採掘総量資源指標の設定を開始＇鉱石生産に関する管理強化（ 

2006年9月 輸出増値税の還付撤廃＇実質的な輸出価格引き上げ（ 

2006年11月 輸出関税の課税開始＇素材輸出の引き締め（ 

2007年1月 輸出関税の引き上げ＇素材輸出の引き締め（ 

中間製品について国外からの受託加工の禁止＇自国の高加工製品の販促（ 

2007年6月 輸出関税の引き上げ＇素材輸出の引き締め（ 

2008年1月 輸出関税の引き上げ＇素材輸出の引き締め（ 

2009年7月 輸出関税の引き下げ＇海外からの圧力回避（ 

2010年3月 新規鉱山開発に係る各種登記申請受理の停止＇鉱石生産に関する管理強化（ 

出典：UFJリサーチ＆コンサルティング「３Ｒシステム化可能性調査事業」より作成 

50 

100 

150 

200 

250 

2009年4月 2010年4月 2011年4月 2012年4月

タングステン

※基準価格：2009年4月＝100
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１－＇３（ タングステン＇Ｗ（ ：需要量 

○主に超硬工具の原材料として使用され、需要の約９割を占めている。 

○超硬工具の需要増により、タングステン原料の需要量も増加する見通し。 

 

動脈側のマテリアルフロー＇２０１０（ 

タングステン＇W（ 

2010年 2015年 2020年 

国内需要量 
＇単位：トン（ 

6,000 6,400 6,800 

国内需要量 

出典：２０１０年については工業レアメタル２０１１より。２０１５年以降の増加量については＇独（石油天然
ガス・金属鉱物資源機構：「平成２１年度レアメタル関連データ収集等業務」に関する報告書より。 

中間原料(製錬・加工） 主要製品

工程くず

切削工具・金型等 　○

1,002

需要：25

2,031

WC粉 　○

需要：5,042

APT WO3 W粉 　○

1,326 生産：3,393 需要：73

液晶バックライト 　○

3,442 W塊

携帯電話

1,029 W線・棒

需要：240 溶接棒・放電灯

81 生産：27(マテリアルｔ）

半導体検査装置

545 電気接点・放熱板 　○

生産：124（マテリアルt)

815

W含有製品

608

W含有製品

2,815

輸出入 主応用製品とリサイクル

(○：回収あり）

FeW 特殊鋼

　合金工具鋼

　高速度鋼、他

WC粉

超硬工具

APT 触媒（石化・脱硝）

レニウム合金

塊・粉・板・線

銅・銀合金

くず

酸化物 フィラメント

塊・粉・板・線 バイブレータ錘

くず ThO2合金

単位：特記以外純分ｔ

：原料・製品のフロー

：スクラップのフロー

国内製錬 主要製品 主応用製品

(○：回収あり）

ニッケル製錬副生物

特殊鋼　　　　　　　　○

製錬所 電気コバルト 需要：493

0 電気コバルト 超硬工具　　　　　　 ○

生産：1,332 需要：201

塊・粉・くず 磁性材料               ○

10,606 無機薬品 需要：141 国内

酸化コバルト リチウムイオン電池   ○ 消費

酸化物・水酸化物 水酸化コバルト 需要：10,384

546 硝酸コバルト 触媒　　　　　　　　　 ○

硫酸コバルト 需要：202

炭酸コバルト その他

めっき、陶磁器着色剤

サーミスタ、他

1,951 需要：498

酸化物・水酸化物

467

コバルト含有製品

コバルトのマテリアルフロー（2009)

輸入原料

コバルト鉱石

塊・粉・くず

出典：ＪＯＧMEC鉱物資源マテリアルフロー2010およびヒアリングに基づき作成 
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出典： 
・使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する研究会 
含有量調査データ 

・＇独（石油天然ガス・金属鉱物資源機構：平成２１年度レアメタル関連デー
タ収集等業務に関する報告書 

・経済産業省：平成１９年度鉱物資源供給対策調査報告書 

・産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会資料 他 

※仮に、過去の出荷製品が平均使用年数を経た後に全量排出・回収され、当該製品中のレアメタルを全
量排出できた場合に、１年間で確保できるレアメタル量。 

１－＇３（ タングステン＇Ｗ（ ：排出量 

○今後、超硬工具の排出量は増加する見込みであり、リサイクルは高いポテンシャルを有している。 

 

リサイクルにより確保できるレアメタル量のポテンシャル＇※（ 

レアメタル含有製品の排出見通し 

0  

1,000  

2,000  

3,000  

4,000  

5,000  

2010年度 2015年度 2020年度 

超硬工具 ＇単位：トン（ 

0  

500  

1000  

1500  

2000  

2500  

3000  

3500  

4000  

4500  

2010年 2015年 2020年 

＇単位：トン（ 

自動車 

＇ガソリン車、 

ディーゼル車（ 

超硬工具 

56.10% 

58.87% 

62.40% 当該年度のタングステンの国内
総需要量に占める比率 

※超硬工具のタングステン含有率を 

  80.2%として純分推計値より換算。 



リサイクル技術の現状 

１－＇３（ タングステン＇Ｗ（ ：技術 

○使用済超硬工具からタングステン＇超硬合金原料（を再生する技術は既に実用化されている。 

○また、２０１１年度には、従来技術よりも高効率な再生技術＇化学処理法（が実用化されている。 

～１９年度 
＇～２００７（ 

２０年度 
＇２００８（ 

２１年度 
＇２００９（ 

２２年度 
＇２０１０（ 

２３年度 
＇２０１１（ 

亜鉛処理法 1981年 
事業化 

化学処理法 2002年 
事業化 

その他処理法 

高効率な化学処理法の開発［METI/JOGMEC補助］ 

水熱処理法による再生処理装置の開発［NEDO補助］ 

事業化 

処理コスト低減化技術等の開発［NEDO補助］ 

再生技術 

超硬工具 ○ 

14 

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第１９回（資料より。 

これまでの技術開発動向 

○：実用化 

△：開発中、実証試験中 

×：未開発 
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１－＇４（ タンタル＇Ｔａ（：供給量 

○2008年以降、コンゴ民主共和国産鉱石の世界的な使用制限の動きにより、世界的に供給が不足
している状況。 

 

■国別鉱石生産量＇２０１０年（ 

国名 
生産量 
＇トン（ 

割合 

１位 ブラジル 180 26.9% 

２位 モザンビーク 110 16.4% 

３位 ルワンダ 100 14.9% 

上位３カ国計 390 58.2% 

■輸入相手国＇２０１０年（ 

国名 
輸入量 
＇トン（ 

割合 

１位 アメリカ 336 48.3% 

２位 タイ 89 12.8% 

３位 中国 57 8.1% 

上位３カ国計 482 69.2% 

供給の現状 資源の価格推移 

出典：MINERAL COMMODITY SUMMARIES 、財務省貿易統計、工業レアメタル2011＇参考値（。 

    数値は純分換算値。 

自給率＇※（ 

鉱山 ０％ 

リサイクル ０％ 

計 ０％ 

※既存の統計資料や企業アンケートなどから 

 2010年の推計値＇参考（。分母は内需。 

■国別埋蔵量＇２０１０年（ 

国名 
埋蔵量 
＇トン（ 

割合 

１位 ブラジル 65,000 59.1% 

２位 豪州 40,000 36.4% 

３位 モザンビーク 3,200 2.9% 

上位３カ国計 108,200 98.4% 
２０１２年３月現在 

Ta:３８千円/kg 

出典： 財務省貿易統計＇タンタル塊（ 
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※基準価格：2009年4月＝100
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１－＇４（ タンタル＇Ｔａ（：需要量 

○主にコンデンサとして、携帯電話、パソコン等、電機・電子機器の基板に幅広く使用されている。  

○今後、タンタルコンデンサを搭載する電機・電子機器の需要は堅調に推移すると見込まれる。 

動脈側のマテリアルフロー＇２０１０（ 

タンタル＇Ｔａ（ 

2010年 2015年 2020年 

国内需要量 
＇単位：トン（ 

460 510 530 

国内需要量 

出典：２０１０年については工業レアメタル２０１１より。２０１５年以降の増加量については＇独（石油天然
ガス・金属鉱物資源機構：「平成２１年度レアメタル関連データ収集等業務」に関する報告書より。 

　　　　　　　　　　　　　タンタルのマテリアルフロー（2009） 単位：純分ｔ

：原料・製品のフロー

：スクラップのフロー（使用済み製品は該当なし）

輸出入 中間原料

工程くず

ふっ化物(K2TaF7) 　　　各種電子機器

輸入量 206 タンタル粉 コンデンサ用粉 タンタルコンデンサ 携帯電話､GPSカーナビ

自動車制御デバイス､HDD

航空宇宙、携帯地上局、

地金・加工品 コンデンサ用線 デジカメ、医療用など

タンタル塊･粉 国内

輸入量 43 スパッタターゲット 各種デバイス・磁気膜 消費

　各種化学・医療装置

タンタル板・棒・線 化学・医療装置部材 化学反応装置､高温炉材

医療・手術器具など

タンタル製品 タンタル地金 Ni基耐熱合金（添加剤） ガスタービン（航空･発電）

輸入量 37

タンタル化合物 炭化タンタル 超硬工具（コーティング剤）

酸化タンタル 光学レンズ（添加剤） 光学機器（デジカメなど）

タンタルくず

輸入量 60

タンタル酸リチウム SAWフィルタ基板　注）

タンタル塊･粉

輸出量 133

タンタル製品

輸出量 117

タンタルくず

輸出量 43

タンタル含有製品

タンタル含有製品

注）SAWフィルタは、携帯電話など電波を送受信する電子機器のみに使用される

主要タンタル製品 部材・部品 主応用製品

注（ＳＡＷフィルタは、携帯電話など電波を
送受信する電子機器のみに使用される。 

輸出入 中間原料

ふっ化物(K2TaF7) 　　　各種電子機器

輸入量 485 タンタル粉 コンデンサ用粉 タンタルコンデンサ 携帯電話､GPSカーナビ

自動車制御デバイス､HDD

航空宇宙、携帯地上局、

地金・加工品 コンデンサ用線 デジカメ、医療用など

タンタル塊･粉 国内

輸入量 86 スパッタターゲット 各種デバイス・磁気膜 消費

　各種化学・医療装置

タンタル板・棒・線 化学・医療装置部材 化学反応装置､高温炉材

医療・手術器具など

タンタル製品 タンタル地金 Ni基耐熱合金（添加剤） ガスタービン（航空･発電）

輸入量 54

タンタル化合物 炭化タンタル 超硬工具（コーティング剤）

酸化タンタル 光学レンズ（添加剤） 光学機器（デジカメなど）

タンタルくず

輸入量 70

タンタル酸リチウム SAWフィルタ基板　注）

タンタル塊･粉

輸出量 249

タンタル製品

輸出量 157

タンタルくず

輸出量 109

タンタル含有製品

タンタル含有製品

主要タンタル製品 部材・部品 主応用製品

工程くず

出典：ＪＯＧMEC鉱物資源マテリアルフロー2010およびヒアリングに基づき作成 
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出典： 
・使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する研究会 
含有量調査データ 

・＇独（石油天然ガス・金属鉱物資源機構：平成２１年度レアメタル関連デー
タ収集等業務に関する報告書 

・経済産業省：平成１９年度鉱物資源供給対策調査報告書 

・産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会資料 他 

※仮に、過去の出荷製品が平均使用年数を経た後に全量排出・回収され、当該製品中のレアメタルを全
量排出できた場合に、１年間で確保できるレアメタル量。 

１－＇４（ タンタル＇Ｔａ（ ：排出量 

○今後、パソコン・その他電子機器の排出台数は横ばいとなっており、リサイクルは一定程度のポ
テンシャルを有している。 

リサイクルにより確保できるレアメタル量のポテンシャル＇※（ 

レアメタル含有製品の排出見通し 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

45,000 

50,000 

2010年度 2015年度 2020年度 

その他電気・電子機器 

携帯電話 

デジタル 

カメラ 

ゲーム機 

＇小型以外（ 

カーナビ 

DVDプレイヤ 

＇単位：千台（ 

※2020年度に関し

ては、携帯電話とデ
ジタルカメラ以外推
計値のデータ無し。 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 

45 

2010年 2015年 

＇単位：トン（ 

パソコン 

その他電気・ 

電子機器 

6.36% 

8.47% 

当該年度のタンタルの国内
総需要量に占める比率 

※2020年度に関しては、一部推計データ 
 がないため記載せず。 
※その他電気・電子機器は2015年まで 
 推計可能な７９品目の合計。 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

2010年度 2015年度 2020年度 

パソコン 

デスクトップ 

パソコン 

ノート 

パソコン 

＇単位：千台（ 



リサイクル技術の現状 

１－＇４（ タンタル＇Ｔａ（ ：技術 

○使用済電気電子機器等からタンタルコンデンサを分離・選別・濃縮する前処理技術の実用化が進
められている。 

○使用済タンタルコンデンサからタンタルを回収する後処理技術は実用化されている。 

前処理 後処理 

タンタルコンデンサ △ ○ 

～１９年度 
＇～２００７（ 

２０年度 
＇２００８（ 

２１年度 
＇２００９（ 

２２年度 
＇２０１０（ 

２３年度 
＇２０１１（ 

前処理技術 

後処理技術 

廃電子基板から電子素子の解砕･物理選別・濃縮技術の開発 
［METI/JOGMEC補助］ 

廃電子基板からの電子素子剥離 
選別技術の開発［NEDO補助］ 

1980年代 

工程内ﾘｻｲｸﾙ 

事業化 

廃携帯電話からのﾚｱﾒﾀﾙ分離選別 
抽出技術の開発［METI委託］ 

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第１９回（資料より。 18 

これまでの技術開発動向 

廃基板からのﾀﾝﾀﾙ
ｺﾝﾃﾞﾝｻの分離・ 
選別・濃縮技術の
実証［民間企業］ 

○：実用化 

△：開発中、実証試験中 

×：未開発 
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 ２．各種製品における 
     リサイクルの現状等について 



○家電リサイクル制度の認知度は８４．７％。 
○廃棄経験者の７９．２％は制度上の廃棄先＇小売店、指定引取場所（を選択しているが、１３．５％
は不用品回収業者等を選択。 

○不用品回収業者等に廃棄した理由として「支払う費用が安い、またはかからない」ことを選択した
人の割合は、制度上の廃棄先＇小売店、指定引取場所（に廃棄した理由として同選択肢を選択し
た人の割合に比べ約５倍。 

○制度上の廃棄先＇小売店、指定引取場所（を選択した理由で最も高いものは「買換えの際の案
内」。 

２－＇１（ エアコン：消費者の排出意識 

認知度 廃棄先 

49.5  

30.7  

8.7  

63.3  

15.0  

25.4  

2.0  

8.0  

3.6  

20.7  

44.2  

53.0  

47.6  

1.2  

2.7  

10.7  

0.6  

3.0  

8.2  

0.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

手続きや準備が簡単で引渡しやすいと思っ

たから 

家まで取りに来てくれる、または引渡先が近

くにあったから 

支払う費用が安い、または費用がかからな

いと思ったから 

買換えの際に案内があったから 

法律に基づく引渡先だと思ったから 

適切にリサイクルされると思ったから 

引渡後の製品の行方がわかると思ったから 

環境・資源対策に役立つと思ったから 

どこに出せば良いか分からなかったから 

家電エコポイント制度のポイントがもらえた

から 

小売店・指

定引取場所

(n=1,922) 

不用品回収

業者・無料

回収場所
(n=328) 

廃棄先選択理由 

料金を支払

うことと、小

売店が回収

していること

を知ってい

た 

70.4% 

料金を支払

うことは知っ

ていたが、

小売店が回

収しているこ

とは知らな

かった 

12.9% 

小売店が回

収しているこ

とは知って

いたが、料

金を支払う

ことは知らな

かった 

1.4% 

具体的な内

容は知らな

かったが、リ

サイクルす

る制度があ

ることは知っ

ていた 

9.5% 

全く知らな

かった 

5.8% 

(n=40000) 

小売店＇通

販の場合の

通信販売業

者を含む（ 

71.1% 

家電リサイク

ル法の指定

引取場所へ

自ら持ち込

み 

8.1% 

自治体＇市区

町村（ 

4.2% 

不用品回収

業者＇軽ト

ラック等で市

中を巡回し

ながら不用

品を集めて

いる業者（ 

9.9% 

無料回収場

所＇空き地な

どでのぼり

旗をたてて

不用品を集

めている場

所（ 

3.6% 

その他 

3.1% 

(n=2,429) 

20 



○エアコンのリユースを除いた回収率は約７９％であり、そのほかに不用品回収業者等を通じて海
外流出するケースが存在。また、回収されても、鉄くず等として処理されるケースや、スクラップとし
て輸出されるケースも存在。 

○中間処理業者の中には、国内磁石合金メーカー等での受入条件の情報発信を望む声があった。 
○中古品輸出業者によって輸出されるものの中には、実際にはリユース品ではないにも関わらずリ
ユース品として輸出されている事例も存在。 
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２－＇１（ エアコン：国内循環及び海外流出実態 

エアコンの静脈側のマテリアルフロー 

国内リユース＇※（  ７７万台 

ユーザー 
４６６万台 

家電リサイクル法のスキーム 

海外への流出   ７１万台 

製造事業者等 
３０７万台 

鉄スクラップ等 

国内リサイクル ３１８万台  

家電リサイクル法以外
のルート 

  １５９万台 
建設解体事業者、引越業者、中古品取扱業者、
不要品回収業者、自治体などによる引取 

※ＣｔｏＣ、オークション等 

 を含む 

最終処分  ０．１万台 

ネオジム磁石等の 
分離回収実証事業者 

ネオジム磁石原料 

リサイクル事業者 

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルワーキンググループ 中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会家電リサイクル制度評価検討
小委員会 第２０回合同会合資料に基づき作成。 
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２０１０～２０２０年 経済性分析 

２－＇１（ エアコン：レアメタルリサイクルの経済性分析 

○２０１０年の経済性を見ると「ネオジム磁石回収なし」が「ネオジム磁石回収あり」を上回る。 

○２０２０年では、エアコンのネオジム磁石の採用率が上がる＇65%（ことやレアメタルリサイクル技術の進展等を要因として「ネオ
ジム磁石回収あり」の方が「ネオジム磁石回収なし」より優位となった。 

○ただし、中間処理段階においては、２０２０年においても「ネオジム磁石回収あり」の収支が「ネオジム磁石回収なし」を下回る
ことから、レアメタルのリサイクルが促進されるためには、金属回収段階の収入を一定程度中間処理に配分することが必要。 

○経過年数による感度分析では、「ネオジム磁石回収あり」は、「ネオジム磁石回収なし」に比べて２０１４年以降、「海外流出＇想
定（」に対しても、２０１８年以降に優位となる。 

２０１０年 ネオジム磁石回収なし 
手分解による 

ネオジム磁石回収 

中間処理 
費用 ８４ １１１ 

収入 ６５４ ６５９ 

中間処理段階における収支 ５７１ ５４８ 

金属回収 
費用 － ９ 

収入 － ２１ 

金属回収段階における収支 － １２ 

合計収支＇収入－費用（ ５７１ ５６０ 

 ＇磁石回収ありの合計収支（－＇磁石回収なしの合計収支（ －１１ 

２０２０年 ネオジム磁石回収なし 
最新技術による 
ネオジム磁石回収 

中間処理 
費用 ３２０ ５８０ 

収入 ２，５２１ ２，７４９ 

中間処理段階における収支 ２，２００ ２，１６９ 

金属回収 
費用 － ４４２ 

収入 － １，０７３ 

金属回収段階における収支 － ６３１ 

全体収支＇収入－費用（ ２，２００ ２，８００ 

 ＇磁石回収ありの合計収支（－＇磁石回収なしの合計収支（ ＋６００ 

２０１０年以降の経過年による感度分析 
＇単位：百万円（ 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

合
計
収
支
＇
収
入
－
費
用
（
百
万
円

ネオジム磁石回収なし

最新技術によるネオジム磁石回収

海外流出＇想定（

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第２１回（資料より。 

※本試算は、あくまで議論の材料として、関係者ヒアリング及び既往調査等を踏まえ部分的に試
算したものであることや、レアメタルを回収した場合、しない場合に比べ経済性が改善するのか
悪化するのかを相対的に見ることを目的としているものであり、全体収支の数値がリサイクル事
業の利潤を示すものではないことに留意が必要。 
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○ネオジム磁石搭載製品・非搭載製品が混在しており、レアメタルをリサイクルする場合、ネオジム磁石が搭載されたもののみ
を分別する必要あり。 

○先行事例として、グループ内企業間で含有有無情報の共有を図る取組や、メーカーと、グループ外でレアメタルのリサイクル
に取り組む特定の中間処理業者との間の情報共有を図る取組が存在。 

○含有有無の情報が得られない場合、中間処理業者におけるリサイクルの妨げとなっているケースが存在。 

２－＇１（ エアコン：レアメタル含有情報の共有状況 

鉱種 レアメタルの含有状況 
レアメタルをリサイクルする場合の 

含有情報の活用状況 

ネオジム 
ジスプロシウム 

○2011年に排出される使用済エアコン

のうち、ネオジム磁石を含むものの割
合は5%程度＇※（であり、それ以外の

エアコンには希土類を含まないフェラ
イト磁石等が使用されている。 

 

○使用済エアコンのうちネオジム磁石を
含むものの割合は今後増加する見込
み＇2020年：65%＇※（（。 

 
＇※（財団法人家電製品協会ヒアリング資料＇平成23
年11月29日産構審・中環審合同会合（ 

○レアメタルをリサイクルする場合、ネオジム磁石が搭載されたもののみを分別す
る必要があるが、コンプレッサの外観からは、搭載されている磁石の種類＇ネオジ
ム磁石、フェライト磁石等（が判別できない。 

 

○現在、コンプレッサからのネオジム磁石回収に取り組んでいる一部事業者の分
別方法として、主に以下２通りのケースが存在。 

 

 ①家電リサイクルプラントで処理＇コンプレッサ切断・脱磁・磁石取出（する場合 
  →グループ内各メーカーからの情報提供により品番からネオジム磁石の含有有

無を判断するケースや、コンプレッサを切断した後に目視によりネオジム磁石
の有無を判別するケース＇企業間で情報共有は行わない（などが存在。 

 

 ②外部の中間処理業者が家電リサイクルプラントからコンプレッサを引き取って
処理する場合 

  →メーカーと中間処理業者との間で二社間の秘密保持契約を締結すること等よ

り、ネオジム磁石含有有無に係る情報を共有する場合が存在。それ以外の場
合は、中間処理業者においてコンプレッサを切断し目視で含有有無を判断す
る場合や、自ら組成分析を行う場合等が存在。 

 

○上記のように、含有情報の不足が、中間処理業者におけるリサイクルの妨げと
なっているケースが存在。 



○自動車としての回収率はほぼ１００％だが、回収後に解体業者等を通じて海外流出するものが相
当数存在。自動車リサイクル法に違反し、エアバッグ類等未処理のまま輸出されるケースも存在。 
○次世代自動車の駆動用モーターは、自動車メーカーに売却されることもあるが、海外へ輸出され
るケースも存在。 
○次世代自動車の駆動用電池は、自動車メーカーに引き渡されることが多く、輸出されることは尐な
い。電池のリユース事業者が出てきているが、安全性や品質の確保の観点から課題が存在。 
○解体業者の中には、今後国内資源循環を進めるためには、解体業者だけでは難しく、自動車メー
カーや非鉄製錬事業者等関連事業者との取引ルートの構築が必要との声があった。また、自動車
解体業者の業界団体からは、各社が協力して業界全体で進めていく必要があるとの声があった。 
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２－＇２（ 次世代自動車：国内循環及び海外流出実態 

自動車の静脈側のマテリアルフロー 

24 

 
ユーザー 
2,871千台 

自動車リサイクル法のスキーム 

 

中古車 
925千台 

国内部品リユース   

海外への流出 
（リユース含む） 

国内リサイクル  
解体業者 

＇フロン類回収業者含む（ 

破砕 
業者 

引取 
業者 

うちＨＶ車 
9.6千台 

うちＨＶ車 
9.0千台 

ニッケル 
水素電池 
9.6千個 

駆動用 
モーター 
9.6千個 

8.2千個 

1.3千個＇※（ 

0.2千個 
＇うちリユース0.2千個（ 

1.4千個 

5.2千個 

3.0千個 
＇うちリユース2.5千個（ 

中古車輸出 

＇※（解体業者が
出荷せずに在庫
として保有してい
るものを含む。 

レアメタル回収技術を 
有する一部事業者 

鉄スクラップ等 

ネオジム磁石原料等 

リサイクル事業者 

出所：㈱矢野経済研究所調査に基づき作成 
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２０１０～２０２０年 経済性分析 

２－＇２（ 次世代自動車：レアメタルリサイクルの経済性分析 

○２０１０年の経済性を見ると「レアメタル回収なし」が「レアメタル回収あり」を上回る。 

○２０２０年では、次世代自動車の排出量が増加したことやレアメタルリサイクル技術の進展等を要因として「レアメタル回収あ
り」の方が「レアメタル回収なし」より優位となった。 

○ただし、中間処理段階においては、２０２０年においても「ネオジム磁石回収あり」の収支が「ネオジム磁石回収なし」を下回る
ことから、レアメタルのリサイクルが促進されるためには、金属回収段階の収入を一定程度中間処理に配分することが必要。 

○経過年数による感度分析では、２０１６年以降に「レアメタル回収あり」が「レアメタル回収なし」に比べて優位となる。 

２０１０年 レアメタル回収なし 
手分解による 
レアメタル回収 

中間処理 
費用 ０ ６３ 

収入 ３３ ２４ 

中間処理段階における収支 ３３ －３９ 

金属回収 
費用 － ５０ 

収入 － ７８ 

金属回収段階における収支 － ２８ 

合計収支＇収入－費用（ ３３ －１１ 

 ＇レアメタル回収ありの合計収支（－＇レアメタル回収なしの合計収支（ －４４ 

２０２０年 レアメタル回収なし 
専用設備導入による 
レアメタル回収 

中間処理 
費用 ４８３ 

収入 ８６６ ６５３ 

中間処理段階における収支 ８６６ １７０ 

金属回収 
費用 － ８５４ 

収入 － １，８６７ 

金属回収段階における収支 － １，０１２ 

全体収支＇収入－費用（ ８６６ １，１８２ 

  ＇レアメタル回収ありの合計収支（－＇レアメタル回収なしの合計収支（ ＋３１６ 

２０１０年以降の経過年による感度分析 
＇単位：百万円（ 
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出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第２１回（資料より。 

※本試算は、あくまで議論の材料として、関係者ヒアリング及び既往調査等を踏まえ部分的に試
算したものであることや、レアメタルを回収した場合、しない場合に比べ経済性が改善するのか
悪化するのかを相対的に見ることを目的としているものであり、全体収支の数値がリサイクル事
業の利潤を示すものではないことに留意が必要。 



○電動パワステモーターや次世代自動車用リチウムイオン電池について、レアメタル含有部品・非含有部品が混在しており、レ
アメタルをリサイクルする場合に含有情報が必要となる。 

○先行事例として、メーカーと製錬業者との二社間での秘密保持契約の締結により含有情報を共有する取組が存在。 

○含有有無の情報が得られない場合、リサイクル業者におけるリサイクルの妨げとなっているケースが存在。 

２－＇２（ 次世代自動車：レアメタル含有情報の共有状況 

鉱種 製品・部品 レアメタルの含有状況 
レアメタルをリサイクルする場合の 

含有情報の活用状況 

 ネオジム 
   ジスプロシウム    

自動車の 
駆動用モーター 

○メーカー、車種によらず全ての駆動用
モーターにネオジム磁石が使用されて
いる。 

○レアメタルのリサイクル工程において、ネオジム磁石の含有情報の共
有については課題となっていない。 

自動車の電動 
パワステモータ 

○メーカー、車種、年式によって、搭載し
ている磁石の種類＇ネオジム磁石、フェ
ライト磁石等（が異なる。 

○電動パワステモータからネオジム磁石を回収するに当たっては、ネオ
ジム磁石搭載車種を特定する必要あり。 

○なお、電動パワステモータの前処理技術は、現時点で確立した手法
は存在せず、民間企業において技術開発が進められている状況。 

 コバルト 自動車用
電池 

ニ
ッ
ケ
ル 

水
素
電
池 

○メーカー、機種によらず全てのニッケル
水素電池にコバルトが使用されている。 

○レアメタルのリサイクル工程において、コバルトの含有情報の共有に
ついては課題となっていない。 

リ
チ
ウ
ム
イ
オ
ン
電
池 

○コバルトを含む三元系正極材のほか、
コバルトを含まないマンガン系正極材な
どが存在。 

 
○一台当たりのコバルト使用量の低減に
向けた取組が進みつつある。 

○リチウムイオン電池の外観からは、コバルトの含有有無が判別できな
い。 

○また、製錬業者において、有価金属＇コバルト等（の含有量やリサイク
ルを阻害する成分の混入状況を確認するため、含有情報の把握が必
要となるケースが存在。 

○一部においては、自動車用電池メーカー・正極材メーカーと製錬業者
との間で二社間の秘密保持契約を締結すること等により、製造工程で
発生する屑や不良品中の含有情報を共有。メーカーから情報が得ら
れない場合は、製錬業者において自ら含有量分析・評価を実施してお
り、製錬業者におけるリサイクルの妨げとなっているケースも存在。 

○なお、リチウムイオン電池の前処理・後処理技術については、民間企
業において実証試験として取組中。 
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○パソコンリサイクル制度の認知度は２１．６％、全く知らない人は５５．０％。 
○廃棄経験者の２２．１％がパソコンメーカーを選択しているが、不用品回収業者等は３０．２％。小
売店が３５．９％で最も高い。 

○パソコンリサイクル制度を知らない人の実際の廃棄先は、パソコンメーカーが８．０％だったが、Ｐ
Ｃリサイクルマークが貼付されたパソコンは排出時に無料で回収されることを理解すると、希望廃
棄先はパソコンメーカーが６４．１％まで増加。 

２－＇３（ パソコン：消費者の排出意識１ 

認知度 廃棄先 

廃棄したパソ

コンのメー

カー＇ゆうパッ

ク利用（ 

22.1% 

小売店＇通販

の場合の通

信販売業者

を含む（ 

35.9% 
自治体＇市区

町村（ 

7.7% 

不用品回収

業者＇軽トラッ

ク等で市中を

巡回しながら

不用品を集

めている業

者（ 

21.5% 

無料回収場

所＇空き地な

どでのぼり旗

をたてて不用

品を集めてい

る場所（ 

8.7% 

その他 4.2% 

(n=1,071) 
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ゆうパックに

よる無料回

収が行われ

ていることを

知っていた 

9.1% 

ゆうパックに

よる引き取り

は知ってい

たが、無料

であることは

知らなかった 

4.6% 

無料である

ことは知って

いたが、ゆう

パックによる

引き取りは

知らなかった 

7.9% 

具体的な内

容は知らな

かったが、リ

サイクルする

制度がある

ことは知って

いた 

23.4% 

全く知らな

かった 

55.0% 

(n=40000) 

制度を知らない人の希望廃棄先 

※ＰＣリサイクルマークが付いているパソコンの廃棄の場合 

廃棄したパソ

コンのメー

カー＇ゆう

パック利用（ 

64.1% 

小売店＇通販

の場合の通

信販売業者

を含む（ 

18.6% 

自治体＇市区

町村（ 

5.0% 

不用品回収

業者＇軽トラッ

ク等で市中を

巡回しながら

不用品を集

めている業

者（ 

6.8% 

無料回収場

所＇空き地な

どでのぼり旗

をたてて不用

品を集めて

いる場所（ 

4.8% 

その他 

0.8% 

(n=398) 

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第２０回（資料より。 



○家庭内に退蔵をしている人の割合は４６．７％。 

○退蔵理由は、「手続等が面倒」、「個人情報漏洩を心配」、「きっかけがない」の順。 

○退蔵している人は、廃棄経験者に比べ、個人情報の漏洩を心配している割合が約１．５倍。 

２－＇３（ パソコン：消費者の排出意識２ 

廃棄経験別の退蔵理由 退蔵理由 

39.0  

17.1  

27.3  

35.9  

31.0  

8.3  

24.7  

13.2  

19.1  

2.4  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 

廃棄する手続きや準備が面倒だから 

引渡先まで持っていくのが面倒だから 

廃棄するのに費用がかかると思うから 

個人情報が漏れるのが心配だから 

廃棄するきっかけがないから 

適切にリサイクルされるかがわからないから 

保存しておきたいデータ等があるから 

どのように処分すれば良いかわからないから 

予備等として保管しており、廃棄するつもりが

ないから 

その他 

(n=1,386) 

35.2  

16.5  

27.2  

25.8  

28.7  

6.2  

26.1  

8.5  

19.6  

40.8  

17.4  

27.3  

40.7  

32.0  

9.3  

24.1  

15.5  

18.9  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 

廃棄する手続きや準備が面倒だから 

引渡先まで持っていくのが面倒だから 

廃棄するのに費用がかかると思うから 

個人情報が漏れるのが心配だから 

廃棄するきっかけがないから 

適切にリサイクルされるかがわからないから 

保存しておきたいデータ等があるから 

どのように処分すれば良いかわからないから 

予備等として保管しており、廃棄するつもりが

ないから 

廃棄経験あり(n=449) 3年間廃棄経験なし(n=937) 
28 

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第２０回（資料より。 



○パソコンのリユースを除いた回収率は約１０％であり、不用品回収業者等を通じての海外流出が
相当数存在。また、回収されても鉄くず等として処理されたり、スクラップとして輸出するケースあり。 

○中間処理業者の中には、国内資源循環に向けるため、適切にリサイクルできる事業者など関係
者間での国内資源循環ルートの構築を望む声があった。 
○中間処理業者の中には、使用済パソコンを抱えている国内リース会社の入札では、ほとんど中国
系の企業に買い負けているとの声もあった。 
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２－＇３（ パソコン ：国内循環及び海外流出実態 

パソコンの静脈側のマテリアルフロー 

国内リサイクル４２７万台 

市町村 
50万台 

最終処分 ７９万台 

不用品回収業者等 
１３４万台 

海外への流出 ６５５万台 
 

（うちリユース分 
２６３万台） 

うち退蔵分 
２２８万台 

うち排出分 
１，５５７万台 

小売店 
７７万台 

レンタルリース会社 
販社ディーラー 
６９２万台 

３Ｒ法以外のルート  １，４１６万台 

３Ｒ法のスキーム 

６５５万台 

５２０万台 

製造事業者等 
９０万台 

国内リユース（※）  
 

４００万台 

廃棄物処理業者
中古買取業者等 
１０４６万台 

 ５０万台 

 ２９万台 

輸出業者 
６５５万台 

１３４万台 

ユーザー 
１，７８５万台 
＇モニターを含む（ 

 
 
 
 
 
 
 

 

貴金属等 

ネオジム磁石の 
分離回収実証事業者 ネオジム磁石原料 

※ＣｔｏＣ、オークション                     
等を含む 

リサイクル事業者 

出典：中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会小型電気電子機器リサイクル制度及び使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会（H23年度）資料に基づき作成。 
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２０２０年 各構成部品における経済性分析 

２－＇３（ パソコン：レアメタルリサイクルの経済性分析 

○２０１０年の経済性を見ると「レアメタル回収なし」が「レアメタル回収あり」を上回る。 
○２０２０年におけるパソコンを構成する部品＇基板・ハードディスク・リチウムイオン電池（毎の回収率による感度分析結果は以
下のとおり。 
・基板については、回収率の向上しても「Ｔａコンデンサ回収あり」が、「Ｔａコンデンサ回収なし」を上回ることはなく、経済性の高
い技術開発が必要。 
・ＨＤＤについては、回収率が向上することで、「ネオジム磁石回収あり」が「ネオジム磁石回収なし」より優位となることから回
収率の向上が課題。 
・リチウムイオン電池については、回収率にかかわらず「Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収あり」が「Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収なし」を上回る。 

２０２０年 Ｔａコンデンサ 
回収なし 

機械解体による
Ｔａコンデンサ 

回収 

全体収支＇収入－費用（ ５６４ ５２９ 

＇回収ありの全体収支（－＇回収なしの合計収支（ －３５ 

各構成部品における回収率による感度分析 

＇単位：百万円（ 
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２０２０年 ネオジム磁石 
回収なし 

機械解体による
ネオジム磁石 

回収 

全体収支＇収入－費用（ １０ １ 

＇回収ありの全体収支（－＇回収なしの合計収支（ －９ 

２０２０年 Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等 
回収なし 

湿式製錬による 
Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等 

回収 

全体収支＇収入－費用（ －６ －５ 

＇回収ありの全体収支（－＇回収なしの合計収支（ ＋１ 

基板＇Ｔａコンデンサ（のみを対象とした場合 ＨＤＤ＇ネオジム磁石（のみを対象とした場合 リチウムイオン電池のみを対象とした場合 

基板＇Ｔａコンデンサ（のみを対象とした場合 ＨＤＤ＇ネオジム磁石（のみを対象とした場合 リチウムイオン電池のみを対象とした場合 
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出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第２１回（資料より。 

※本試算は、あくまで議論の材料として、関係者ヒアリング及び既往調査等を踏まえ部分的に試算したものであることや、レアメタルを回収した場合、しない場合に比べ経済性が 

 改善するのか悪化するのかを相対的に見ることを目的としているものであり、全体収支の数値がリサイクル事業の利潤を示すものではないことに留意が必要。 



○小形二次電池の回収制度の認知度は５２．８％。知らない人が２８．４％。 

○回収ボックスや小売店等に廃棄した人が３５．７％、電池ごと小型家電を廃棄した人が３３．９％。 

○参加・協力しやすい条件については「回収ボックス等が近くにあること」が最も高い。 

２－＇４（ 小形二次電池：消費者の排出意識 

参加・協力しやすい条件 認知度 廃棄先 

充電式電池

を取り外し、

充電式電池

の回収ボッ

クスに廃棄

した 

29.0% 

充電式電池

を取り外し、

小売店等に

引き渡した 

6.7% 

充電式電池

を取り外し、

自治体の燃

えないごみ

等として廃

棄した 

20.2% 

充電式電池

を取り外し、

家に置いて

ある 

9.5% 

充電式電池

を入れたま

ま小型家電

ごと廃棄し

た 

33.9% 

その他 

0.7% 

(n=579) 

61.1  

81.2  

59.6  

26.1  

38.9  

5.7  

14.3  

23.3  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

手続きや準備が簡単で引渡しやす

い 

回収ボックス等が近くにある 

支払う費用がかからない 

法律に基づいている 

適切にリサイクルされる 

引渡後の製品の行方がわかる 

環境・資源効果がわかる 

乾電池と同じように自治体が収集

する 

(n=579) 
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回収が行わ

れていること

を知っていた

し、実際に

ボックス等が

設置されて

いる場所も

知っている 

28.6% 

回収が行わ

れていること

は知っていた

が、実際に

ボックス等が

設置されて

いる場所は

知らない 

24.2% 

具体的な内

容は知らな

かったが、リ

サイクルする

制度があるこ

とは知ってい

た 

18.8% 

回収が行わ

れていること

を知らなかっ

た 

28.4% 

(n=40000) 

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第２０回（資料より。 



○３Ｒ法等によるスキーム＇パソコンメーカー等（に引き渡された場合、発火等の可能性があるため、
二次電池は必ず選別され、リサイクル事業者に引き渡されるため、輸出されるものはほとんどない。 
○小型家電等と一体となって排出された場合、市町村により最終処分場に埋め立てられてし
まうものや、不用品回収業者等を通じて海外に流出してしまうものなどが存在。 
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２－＇４（ 小形二次電池：国内循環及び海外流出実態 

小形二次電池の静脈側のマテリアルフロー 

国内リサイクル 

排出 

国内リユース 

最終処分 

海外への流出 

特殊合金材料等 

市町村  

不要品回収業者等 

小売店、メーカー等 
ＪＢＲＣ、ＰＣメーカー、ＭＲＮ 

リサイクル事業者 

３Ｒ法等によるスキーム 

ユーザー 
 ・ノートパソコン  
 ・携帯電話 
 ・その他 

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第１５回（資料より。 



○携帯電話ショップ等での自主回収の取組の認知度は６０．４％。全く知らない人は１９．５％。８５．
６％が携帯電話ショップに引き渡し。 

○家庭内に退蔵している人の割合は６３．９％。 

○退蔵理由は、「保存しておきたいデータがある」、「きっかけがない」、「個人情報が漏れるのが心配」の順。 

○退蔵している人は、廃棄経験者に比べ、個人情報の漏洩を心配している割合が倍近く高い。 

２－＇５（ 携帯電話：消費者の排出意識 

認知度 廃棄先 

携帯電話・

PHS通信事

業者の専門

販売店＇ドコ

モショップ、ソ

フトバンク

ショップ、ａｕ

ショップ等（ 

85.6% 

家電量販店

等、携帯電

話・PHS通信

事業者の専

門販売店以

外の販売店 

9.3% 

自治体＇市区

町村（ 

2.3% 

不用品回収

業者＇軽トラッ

ク等で市中を

巡回しながら

不用品を集め

ている業者（ 

0.6% 

無料回収場

所＇空き地な

どでのぼり旗

をたてて不用

品を集めてい

る場所（ 

1.6% その他 

0.6% 

(n=829) 
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個人情報保

護について

知っていた

し、携帯電

話ショップ等

で回収され

ていることも

知っていた 

41.1% 

個人情報保

護について

は知らな

かったが、

携帯電話

ショップ等で

回収されて

いることは

知っていた 

19.3% 

具体的な内

容は知らな

かったが、リ

サイクルす

る取組があ

ることは知っ

ていた 

20.0% 

全く知らな

かった 

19.5% 

(n=40000) 23.3  

14.6  

30.0  

31.5  

41.6  

7.3  

10.2  

20.9  

24.6  

14.7  

18.5  

28.7  

41.8  

4.1  

6.7  

24.2  

22.8  

14.6  

34.0  

32.4  

41.6  

8.5  

11.5  

19.8  

0% 20% 40% 60% 

廃棄する手続きや準備が面倒だか

ら 

引渡先まで持っていくのが面倒だか

ら 

個人情報が漏れるのが心配だから 

廃棄するきっかけがないから 

保存しておきたいデータ等があるか

ら 

適切にリサイクルされるかがわから

ないから 

どのように処分すれば良いかわか

らないから 

予備として保管、または本来の機能

とは別の用途で使用しているから 

退蔵全体 

(n=1,895) 

廃棄経験あり 

(n=491) 

3年間廃棄経験なし 

(n=1,404) 

廃棄経験別退蔵理由 

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第２０回（資料より。 
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２０１０～２０２０年 経済性分析 

２－＇５（ 携帯電話：レアメタルリサイクルの経済性分析 

○２０１０年の経済性を見ると「レアメタル回収なし」が「レアメタル回収あり」を上回る。 

○２０２０年においても、 「レアメタル回収あり」が 「レアメタル回収なし」 より優位となることはなかった。 

○また携帯電話を構成する部品＇基板・リチウムイオン電池（毎の経済性分析は以下のとおり。 

・基板については、「Ｔａコンデンサ回収あり」が「Ｔａコンデンサ回収なし」を上回ることはなく、経済性の高いリサイクル技術の
開発が必要。 

・リチウムイオン電池については、「Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収あり」が「Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等回収なし」を上回る。 

２０１０年 レアメタル回収なし 
手分解による 
レアメタル回収 

中間処理 
費用 ４４ ５７９ 

収入 １，１７４ １，６３９ 

中間処理段階における収支 １，１３０ １，０６０ 

金属回収 
費用 － ６５ 

収入 － ９０ 

金属回収段階における収支 － ２５ 

合計収支＇収入－費用（ １，１３０ １，０８５ 

 ＇レアメタル回収ありの合計収支（－＇レアメタル回収なしの合計収支（ －４５ 

２０２０年 レアメタル回収なし 
機械解体による 
レアメタル回収 

中間処理 
費用 ４４ ９７ 

収入 ９９９ ９７２ 

中間処理段階における収支 ９５５ ８７５ 

金属回収 
費用 － ４２ 

収入 － ５６ 

金属回収段階における収支 － １５ 

全体収支＇収入－費用（ ９５５ ８９０ 

＇レアメタル回収ありの合計収支（－＇レアメタル回収なしの合計収支（ －６５ 

＇単位：百万円（ 

２０２０年 Ｔａコンデンサ 
回収なし 

機械解体による
Ｔａコンデンサ 

回収 

全体収支＇収入－費用（ ９７０ ８９７ 

＇回収ありの全体収支（－＇回収なしの合計収支（ －７３ 

２０２０年 Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等 
回収なし 

湿式製錬による 
Ｌｉ、Ｃｏ、Ｎｉ等 

回収 

全体収支＇収入－費用（ －１５ －６ 

＇回収ありの全体収支（－＇回収なしの合計収支（ ＋９ 

基板＇Ｔａコンデンサ（のみを対象とした場合 

リチウムイオン電池のみを対象とした場合 

２０２０年 各構成部品における経済性分析 

＇単位：百万円（ 

出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第２１回（資料より。 

※本試算は、あくまで議論の材料として、関係者ヒアリング及び既往調査等を踏まえ部分的に試
算したものであることや、レアメタルを回収した場合、しない場合に比べ経済性が改善するのか
悪化するのかを相対的に見ることを目的としているものであり、全体収支の数値がリサイクル事
業の利潤を示すものではないことに留意が必要。 



○小型家電の廃棄先は自治体が５３．７％、小売店が２３．０％、不用品回収業者等が１７．４％。 

○小売店に引渡した人の廃棄先選択理由は、「買換えの際に案内があったから」が４８．１％。 

○家庭内に小型家電を退蔵している人の割合は３９．０％。 

○退蔵理由は、「きっかけがない」、「手続等が面倒」、「予備として保管」の順。 

２－＇６（ 小型家電：消費者の排出意識 

廃棄先選択理由 廃棄先 

自治体＇市

区町村（ 

53.7% 

小売店＇通

販の場合の

通信販売業

者を含む（ 

23.0% 

廃棄する製

品のメー

カー 

4.7% 

不用品回収

業者＇軽ト

ラック等で市

中を巡回し

ながら不用

品を集めて

いる業者（ 

9.8% 

無料回収場

所＇空き地な

どでのぼり

旗をたてて

不用品を集

めている場

所（ 

7.6% 

その他 

1.2% 

(n=579) 
57.6  

23.5  

41.5  

3.9  

1.0  

16.1  

21.9  

1.0  

8.4  

12.5  

57.9  

19.5  

36.1  

16.5  

48.1  

15.0  

24.1  

5.3  

10.5  

4.5  

33.7  

45.5  

45.5  

0.0  

1.0  

3.0  

8.9  

1.0  

5.0  

11.9  

0% 20% 40% 60% 80% 

手続きや準備が簡単で引渡し

やすいと思ったから 

家まで取りに来てくれる、また

は引渡先が近くにあったから 

支払う費用がかからないと思っ

たから 

個人情報が保護されると思った

から 

買換えの際案内があったから 

法律に基づく引渡先だと思った

から 

適切にリサイクルされると思っ

たから 

引渡後の製品の行方がわかる

と思ったから 

環境・資源対策に役立つと思っ

たから 

どこに出せば良いか分からな

かったから 

自治体 

(n=311) 

小売店 

(n=133) 

不用品回収業者等 

(n=101) 

36.5  

15.3  

6.7  

49.5  

10.4  

4.8  

18.8  

21.1  

2.5  

0% 20% 40% 60% 

廃棄する手続きや準備が面倒だ

から 

引渡先まで持っていくのが面倒だ

から 

個人情報が漏れるのが心配だか

ら 

廃棄するきっかけがないから 

保存しておきたいデータ等がある

から 

適切にリサイクルされるかがわか

らないから 

どのように処分すれば良いかわか

らないから 

予備として保管、または本来の機

能とは別の用途で使用しているか

ら 

その他 

(n=1,158) 

退蔵理由 
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出典：産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会＇第２０回（資料より。 



○主に一般家庭から排出され、大半が一般廃棄物として自治体により埋立・焼却処理。 
○小売店等を通じてリユース・リサイクルされているものや、海外流出しているものも存在。 
○市町村が実施する使用済小型家電の入札で、雑品として海外へ輸出する業者に買い負けてしま
うことが多いとの声があった。 
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２－＇６（ 小型家電：国内循環及び海外流出実態 

小型家電の静脈側のマテリアルフロー 

国内リユース＇※)21,719万台 

最終処分        38,350万台 

海外への流出  17,176万台 

国内リサイクル 13,540万台  

リサイクル事業者 貴金属等 

市町村  
41,621万台 

不要品回収業者等
42,530万台 

小売店等 
6,725万台 

 
 
 
 

ユーザー 
116,957万台 

 
 
 
 
 

うち退蔵分

26,081万台 

うち排出分 

90,876万台 

※ＣｔｏＣ、オークション等 

 を含む 

 出典：中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会小型電気電子機器リサイクル制度及び使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会（H23年度）資料に基づき作成。 
 ※上記小委員会の検討対象品目から、携帯電話、パソコン、カー用品を除いた80品目。 



○超硬工具メーカーにて回収された超硬工具スクラップは国内製錬または海外にて委託製錬が行
われ、超硬工具原料としてリサイクルされる。 
○超硬工具回収事業者にて回収された場合は、国内外製錬事業者や国内特殊鋼メーカーへ売却さ
れる他、海外へ輸出されるケースも存在。 
○リサイクルの必要性が認識されず、廃棄されるものが存在。 
○超硬工具協会では、回収量増加のために超硬工具ユーザー向けの排出ガイドラインを作成した
上で、超硬工具ユーザーへの普及を実施予定。特に、大口ユーザーの業界団体との連携が課題と
の声があった。 
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２－＇７（ 超硬工具：国内循環及び海外流出実態 

超硬工具の静脈側のマテリアルフロー 

廃棄等 ５４０トン 

工具メーカー 
１，６１０トン 

※工程内スクラップ 
＇４７０トン（含む 

海外への流出等 ２７０トン 

特殊鋼メーカー 
２００トン 

製精錬事業者 

国内事業者 ４７０トン 

海外事業者 ３８０トン 

超硬工具メーカー 
８５０トン 

＇数値はタングステン純分（ 

回収事業者 
７００トン 

ユーザー 
２，３８０トン 

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「３Rシステム化可能性調査事業（超硬工具スクラップの回収促進事業）」（平成23年）に基づき作成。 
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レアメタルのリサイクルに係る具体的な対応策（案） 

 

 

平成２４年６月 

 

 

Ⅰ レアメタルのリサイクルに係る基本的な考え方 

１．レアメタルのリサイクルの必要性 

近年、新興国の経済成長に伴う資源価格の高騰や、一部の資源供給国における

資源ナショナリズムの台頭など、世界的な資源制約の高まりを背景として、資源

の安定供給確保の重要性が急速に高まっている。特に、需要量の増加が見込まれ

ている一方、自給率が０～２割程度と低く、供給途絶のリスクも存在するなど、

資源確保の必要性が高いものとして特にリサイクルによる回収が重要となりう

る今回検討対象とした５鉱種（ネオジム、ジスプロシウム、コバルト、タンタル、

タングステン）については、今後、これらを含有する使用済製品の排出増加が見

込まれることも踏まえると、資源小国の我が国においては、海外資源確保、代替

材料開発・使用量削減等の取組と並行して、リサイクルを推進することにより国

内の静脈資源を最大限活用し、多様な供給源を確保することを通じて、自給率を

高めていくことが必要である。 

また、レアメタルのリサイクルは、世界に先駆けた我が国の先進的な取組であ

り、その取組を推進することは、供給源の多様化という直接的な効果に加えて、

環境制約・資源制約の克服に向けた静脈産業の拡大、雇用創出の側面、また国民

生活の向上の観点からも重要である。さらに、我が国の高度なリサイクル技術は

国内外からも関心が高く、その取組を高度化することは資源外交上も有利に働く

可能性がある。 

 

２．検討の方向性 

 これまでのリサイクル政策は、最終処分場の延命化等を目的とし、廃棄物処理

という外部費用を内部化するための社会政策という要素が主であったのに対し、

レアメタルのリサイクルは、上記のとおり資源確保の観点から更にリサイクルを

推進しようというものであり、こうした資源リサイクルにより資源のユーザーで

ある日本の先端産業ビジネスの事業の円滑化に貢献するものである。 

 

ただ、レアメタルリサイクルの現状については、レアメタルはベースメタルと

資料４ 
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異なりリサイクル技術は開発途上であること、レアメタルを多く含む使用済製品

の排出が本格化する時期はもう尐し先であること等の課題が存在することから、

現時点ではレアメタルのリサイクルは経済的に成り立たないケースがほとんど

である。一方で、経済性分析によると、これらの課題を解消することにより将来

的にはビジネスとして成り立つ可能性がありベースメタル等に加えレアメタル

も回収されうるようになることがわかったが、その実現のためには国が主導して

様々な対応策を講じていくことが必要である。 

 上記を踏まえると、レアメタルリサイクルの促進のためには、先ずはビジネス

として成立する状況の実現を目指し、そのための課題を検討し、対応策を講じて

いくことが先決である。その上で、かかる対応策の進捗状況や効果のフォローア

ップを行うこととする。その結果、仮にレアメタルの回収が進まない場合等には、

より強い措置が必要かどうかの検討が必要となる可能性がある。 

 

３．課題と対応策 

 レアメタルリサイクルをビジネスとして成立させるための条件整備として、経

済性分析等でも見たように、規模の経済の観点からできるだけ多くの回収量を確

保することと、リサイクルの効率性を向上させることという観点から対策を講じ

ることが必要不可欠である。 

 

（１）回収量の確保 

回収量を確保するためには、レアメタルを含んだ使用済製品の割合が高くな

ることと、レアメタルを含んだ使用済製品の回収量を増加させることが重要で

ある。 

 

①レアメタルを含んだ使用済製品の割合の向上 

現在排出されている製品のうちレアメタルが含有されている製品の割合は

まだ低いものの、既に市中に普及しているレアメタル含有製品は多いことか

ら、将来的にはレアメタル含有製品の排出割合が高まることが見込まれるた

め、以下②のとおり、これらの使用済製品を着実に回収することが重要とな

る。 

 

②使用済製品の回収量の増加 

使用済製品の回収量の増加のためには、使用済製品の回収が一部において

十分ではないものがあるため、これらの使用済製品の回収率を向上させると
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ともに、回収されたものができるだけ海外流出等しないように対応策を講じ

る必要がある。 

第一に、使用済製品の回収率の向上については、今回検討対象とした製品

の多くは、法律に基づく回収スキーム（自動車、家電４品目、パソコン、小

形二次電池）や、事業者の自主的取組による回収スキーム（携帯電話、超硬

工具）など既に回収ルートが存在することから、これらの回収スキームを最

大限活用して回収量の確保を図ることが有効である。しかしながら、回収ス

キーム自体の認知度が低いケースや、回収されず家庭内に退蔵されるケース

等の課題もあることから、現行回収スキームの改善策を講じること等により、

使用済製品の回収率の向上を図るべきである。加えて、回収スキームが存在

せず大半が埋立・焼却されている製品（小型電子機器等）等についても、新

たな回収スキームを構築することにより回収量の確保を図るべきである。ま

た、廃棄物の減量化による最終処分場の延命など環境上の効果を目的とした

当初のリサイクル政策の観点からも、使用済製品の回収量確保は、引き続き

さらに追求すべきである。 

第二に、海外流出等対策については、レアメタルを含む部品は有価物であ

るケースが多いため、資源確保の観点のみからその取引や海外輸出を制限す

ることは、経済原則をゆがめ、自由貿易を歪曲する可能性（ＷＴＯ協定との

整合性等）もあることに留意する必要がある。廃棄物処理法やバーゼル法等

の現行法の規制を逃れて不法に海外輸出されるケースについては、海外での

不適正な処理を防止する観点から、現行法の更なる適正な施行、運用を検討

することが必要である。こうした不法輸出を防止することにより、結果的に

海外流出の低減につながる。 

 

（２）リサイクルの効率性の向上 

リサイクルの効率性の向上のためには、リサイクル事業者が中間処理工程や

製錬工程などで効率的に資源を選別・回収できるようにすることが重要であり、

そのためには、リサイクルの技術開発の推進のほか、どの部品にどの資源が使

用されているかが容易に判別できるよう含有情報の共有、解体しやすい設計上

の工夫等の課題を解決していく必要がある。 

 

①リサイクル技術の開発 

技術開発については、中間処理段階において必ずしも効率的に解体・選別

するための技術が確立していないなど、鉱種・製品・リサイクル工程おいて
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状況はそれぞれ異なるものの効率的な技術が確立していないものもあるとい

う課題が存在していることから、これらを体系立てて評価・整理し、今回新

たにレアメタルリサイクルに係る技術ロードマップとして取りまとめる予定。

今後は、当該技術ロードマップに沿って、官民連携して効果的に技術開発・

実証を進めていく必要がある。 

 

②レアメタル含有情報の共有 

含有情報の共有については、含有情報がないためにリサイクルを阻害する

成分の混入状況を確認する必要性が生じるケースがあるなど、リサイクルの

効率性を阻害する課題がある。そのため企業秘密に配慮しながら工夫をして

共有を進めている先進的な事例を国が情報提供するなどにより、含有情報の

共有に係る取組を拡大していく。 

 

③易解体設計の推進 

易解体設計の推進については、静脈企業側のニーズと動脈企業側の設計と

の調整の円滑化のために、例えば国が主導して動脈企業と静脈企業の連携を

深めるための場を設けるなどして、動脈企業と静脈企業の意思疎通の円滑化

を進めていく必要がある。 

 

（３）レアメタルの回収が進むまでの準備（実証事業） 

上記（１）や（２）の対策を講じることにより将来的にはレアメタルの回収

がビジネスとして成立する可能性はあるものの、それが実際に進むまでの準備

として、回収から再利用まで関係者が実際に取り組んでみることが重要である。 

そのため、国主導の下、使用済製品の回収から選別、再資源化、再利用に至

るまでの一連のプロセスを各関係事業者の参加を得て実証事業を実施していく

ことが必要である。さらに、この実証事業を通じて、動脈・静脈双方の事業者

における経験・ノウハウの蓄積や新たな課題の抽出やその対策等の検討を行う

ことが可能となる。 

 

上記（１）～（３）の対策の実施については、レアメタルを含む使用済製品

の排出が本格化してくる２０１０年代後半までの間を「条件整備集中期間」と

位置付け、国主導の下に産学とも連携しつつ条件整備に向けたこれらの対策を

集中的に講じることとする。 
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（４）進捗状況等のフォローアップ 

上記対策が確実に取り組まれるように、課題毎に必要に応じ別途検討の場で

の議論を踏まえ、本合同審議会において対策の進捗状況やその効果を定期的に

フォローアップすることにより、PDCA（Plan, Do, Check, Action）を実施する

ことも重要である。上述のとおり、条件整備集中期間において国が中心となっ

てこうした対策を講じることにより、ビジネスとして成立するようになりレア

メタルも回収されるようになることを目指すものの、仮にフォローアップの結

果としてレアメタルの回収が進まない場合や、我が国へのレアメタルの供給途

絶等の緊急事態により需給が逼迫した場合等には、例えばレアメタルの回収を

強制するなど資源確保の観点から更に強い措置が必要かどうかの検討が必要と

なる可能性がある。ただし、その検討の際には、外部費用の内部化の観点から

製造事業者等にリサイクルを義務付けてきた現行リサイクル制度とは異なり、

資源リサイクルによる資源のユーザーは製造事業者等であることを踏まえ、そ

の必要性について見極める必要がある。 

 

以上を踏まえ、今回検討対象とした５鉱種を含む主な製品・部品（次世代自動

車、家電４品目、パソコン、電気・電子機器全般、小形二次電池、超硬工具）等

について、検討すべき具体的な対応策は以下のとおり。 

 

 

Ⅱ 当面の具体的な対応策 

１．使用済製品の回収量の確保 

（１）現行回収スキーム等の強化 

①パソコン（鉱種：Nd, Dy, Co, (Ta)） 

資源有効利用促進法に基づき製造事業者等が回収・リサイクルしているが、

回収率1は約１０％にとどまっており、回収率を向上させるための具体的な対

応策について検討するべきではないか。その際、具体的な対応策として以下

のような論点について検討し、今年度中を目途に一定の結論を得るべきでは

ないか。 

・使用済パソコンを家庭内退蔵する理由として、排出手続きや準備の面倒さ、

個人情報漏洩の懸念を挙げる消費者が一定程度存在することから、使用済

パソコンの排出までの作業・手続きを消費者の視点から判りやすくする余

                                                   
1年間推計排出量から退蔵分及びリユース分を除いたものを分母としたもの。なお、分母には一部有価取引の

ものを含むことに留意が必要。以下同じ。 
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地がないかなどを検証する他、引き取った使用済製品について製造事業者

等が講じる個人情報保護措置の制度的担保化（及び当該措置の周知）や消

費者への普及啓発等を通じた退蔵製品の排出促進を図るべきではないか。 

・小売店で引き取られる使用済製品やリース・レンタル業者等からの使用済

製品の排出割合が高いことから、これらの事業者からの回収を促進するた

めの具体的な方策を検討すべきではないか。 

・製品区分が曖昧なタブレット型端末の急速な市場拡大を踏まえ、消費者の

利便性等の観点から携帯電話とパソコンの製品区分方法について整理を行

うべきではないか。かかる整理を踏まえ、現行制度の対象外となっている

重量が１ｋｇ以下のパソコンも含め、現行スキームにより回収すべきと整

理されるものについては制度の対象とするべきではないか。 

・アンケート調査により消費者における制度の認知度は約２０％と他の製品

に比べ低いため、制度の認知度向上に向けて消費者への更なる普及啓発を

推進すべきではないか。 

    等 

 

②家電４品目（鉱種：Nd, Dy） 

家電リサイクル法に基づく回収率は約８５％2であり、平成２０年に取りま

とめられた「家電リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書」

に基づき、消費者の適正排出の一層の推進等を引き続き推進すべきではない

か。 

 

③小形二次電池（鉱種：Co） 

・使用済製品から小形二次電池を取り外さずに排出する消費者が約３４％存

在することや、回収拠点の場所など制度内容の認知度向上の余地があるこ

とを踏まえ、消費者に対する制度内容も含めた普及啓発（電池取り外しの

必要性、回収拠点の場所、電池の取外し時や取外し後の電池の安全性の確

保等）等を推進すべきではないか。 

・資源有効利用促進法に基づく小形二次電池の回収スキームについては、消

費者アンケートにおいて、回収ボックスが近くにあることを参加・協力の

条件とする割合が高く、製造事業者等による回収拠点の拡大の取組を引き

続き推進すべきではないか。 

・使用済製品から小形二次電池を取り外して排出することが原則であるもの

                                                   

2回収率の推計の対象年度は平成22年度であり、家電エコポイント制度の対象期間となる。 
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の、やむを得ず製品と一体となって排出された小形二次電池についても、

回収後に可能な限り取り外してリサイクルルートに乗せることが重要では

ないか。このため、今後、小型電子機器等リサイクル法案において製品と

一体となって回収された小形二次電池についても、資源有効利用促進法に

基づく回収ルートの活用も含めその取扱いについて検討すべきではないか。 

 

④携帯電話（鉱種：Co, (Ta)） 

・モバイル・リサイクル・ネットワークが、自主的取組として携帯電話ショ

ップ等での回収を推進しており、更に量販店など他の携帯電話販売事業者

等も加わり昨年７月に新たに立ち上がった携帯電話リサイクル推進協議会

の活動を通じて、更なる回収量の向上を目指すべきではないか。 

・使用済製品を家庭内退蔵する理由として個人情報漏洩の懸念を挙げる消費

者が一定程度存在することから、現行回収スキームにおける個人情報保護

対策（及び当該措置の周知）等を通じた退蔵製品の排出促進を図るべきで

はないか。 

・携帯電話ショップ等における消費者への声がけの実施などの普及啓発を引

き続き推進するべきではないか。 

 

⑤超硬工具（鉱種：W） 

超硬工具メーカーが中心となって使用済超硬工具の回収に取り組んでいる

が、回収率は約３０％であり、更なる回収率向上を図るため、超硬工具協会

が作成した「使用済み超硬工具のリサイクル促進に向けた選別・保管・処分

に関するガイドライン」の工具ユーザーへの普及を徹底することにより、適

切な分別やメーカーへの引き渡しを推進すべきではないか。また、超硬工具

の大口ユーザーの協力を得るべく、国や超硬工具協会が関係団体等に対して

働きかけを行うことが重要ではないか。 

 

（２）新たな回収スキームの構築 

①小型電子機器等の回収スキーム構築（鉱種：Co, (Ta)） 

現在、使用済小型電子機器等の大半が一般廃棄物として自治体により埋

立・焼却処理されているため、現在国会提出中の使用済小型電子機器等の再

資源化の促進に関する法律案による新たな回収スキームを構築するとともに、

当該制度への自治体の参加及び小売店の協力促進を図り、回収・リサイクル

を促進することが重要ではないか。 
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②次世代自動車の駆動用電池回収スキームの構築（鉱種：Co） 

本年２月に、使用済自動車の再資源化等に関する法律施行規則（平成十四

年経済産業省・環境省令第七号）第九条第二号が改正され、事前回収物品と

して駆動用電池であるリチウムイオン電池等が追加された。このことを踏ま

え、自動車メーカーにおいては、使用済リチウムイオン電池等の回収スキー

ムを構築しており、今後、当該回収スキームを活用した回収を促進していく

べきではないか。 

 

（３）違法回収や不適正な輸出の取締強化等の海外流出の防止 

①違法な不用品回収業者の取締強化（鉱種：Nd, Dy, Co, (Ta)）（製品：家電、

パソコン、小型電子機器等） 

使用済製品が、現行回収スキームに基づいて回収されずに、不用品回収業

者により回収されるものが一定程度存在する。このうち一部については、廃

棄物処理法に違反した不用品回収業者により回収され、結果的に不適正な処

理が行われることや海外へ不法輸出される可能性が指摘されていることから、

こういった違法な不用品回収業者の取締を強化するため、家電４品目以外に

ついても使用済製品の廃棄物該当性を明確化し、廃棄物処理法による取締を

強化することが必要ではないか。 

 

②バーゼル法・廃棄物処理法の運用強化（鉱種：Nd, Dy, (Ta)）（製品：家電、

パソコン、小型電子機器等、自動車） 

使用済製品・部品の輸出に当たっては、バーゼル法及び廃棄物処理法の規

制を受ける可能性があるため、海外における不適正な処理を防止する観点か

ら、これらの法律の更なる適正な施行、運用等を検討することが必要ではな

いか。具体的には、実際には中古品ではないにもかかわらず中古品と称して

脱法的に輸出されることを防ぐため、中古品判断基準を策定するとともに、

これまでは明確ではなかった有害物質の含有分析対象部位や分析手法を明確

化することが適当ではないか。こうした取組により、結果的に国内での回収

量確保も促進されるのではないか。 

 

③自動車リサイクル法の遵守徹底（鉱種：Nd, Dy, Co） 

使用済自動車について、エアバッグ類等が未処理状態で解体部品として不

法輸出されているケースが存在することから、関係機関（税関や都道府県等）
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と連携して自動車リサイクル法の遵守を徹底し、不正輸出の防止を図るべき

ではないか。こうした不法輸出の防止により、結果的に国内資源循環も促進

されるのではないか。 

 

  ④国内でレアメタルのリサイクルに取り組む事業者の表彰等（鉱種：共通）（製

品：共通） 

国内でレアメタルのリサイクルに取り組む事業者の裾野を広げるために、 

事業者が国内でリサイクルに取り組むインセンティブとして、国等が国内で

レアメタルのリサイクルに取り組む事業者の取組事例を対外的に紹介したり

表彰等を行うことが有効ではないか。 

このため、国は、対象とする取組やその対外発信の方法などについて、具  

体的な検討を行うべきではないか。 

 

（４）消費者等への情報提供（鉱種：共通）（製品：共通） 

消費者等の排出者に対して、レアメタルの重要性に係る理解促進や、適正な

回収ルートへの排出促進を図るため、製品に含まれる資源の価値やリサイクル

の必要性、退蔵製品の排出促進、不用品回収業者への排出に対する注意等につ

いて国が情報提供を行うことが重要ではないか。その際に発信すべき情報や効

果的な発信手法等について具体的な検討を行うべきではないか。 

 

２．リサイクルの効率性の確保 

（１）技術開発の推進（鉱種：共通）（製品：共通） 

鉱種・製品・リサイクル工程毎に状況はそれぞれ異なるものの、効率的にリ

サイクルを行う技術が確立していないものもあることから、これらを体系立て

て評価・整理し、今回新たにレアメタルリサイクルに係る技術ロードマップと

して取りまとめ、鉱種・製品毎に、技術課題の抽出、技術開発の進め方・目標

等を定める予定。今後は、当該ロードマップに沿って官民連携して技術開発・

実証を進めるとともに、その過程で更なる技術課題を明らかにし、ロードマッ

プに更に反映しながら、計画的かつ効率的に技術開発・実証を進めるべきでは

ないか。 

 

（２）レアメタルの含有情報の共有 

製品の年式等によりレアメタルの含有部品・非含有部品が混在する部品等に

ついては、レアメタルのリサイクルを行うに当たって、レアメタル含有部品を
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分別する場合等に含有情報が必要となるケースが存在する。既に行われている

先行事例も参考にしつつ、以下の製品・部品についてメーカーとリサイクル事

業者間など特定の関係者間で含有情報の共有を行うべきではないか。またその

参考の用に供するため、国は事業者間での情報共有方法の具体的事例を収集し、

情報提供すべきではないか。 

 

①次世代自動車（鉱種：Nd, Dy, Co） 

解体業者において、レアメタル含有部品・非含有部品の効率的な分別に資

するため、自動車メーカーと解体業者との間でレアメタル含有情報の共有を

進めるべきではないか。具体的には、自動車リサイクルシステムのウェブサ

イト等を通じて、リサイクルに適した部品を対象として、レアメタル含有の

有無に係る情報を自動車メーカーから解体業者に対して提供していく等の取

組が有効ではないか。 

また、次世代自動車用リチウムイオン電池については、製錬業者において、

有価金属の含有量やリサイクルを阻害する成分の混入状況を事前に把握し、

効率的なリサイクルを行うため、駆動用電池メーカーと製錬業者との間で、

製造工程で発生する屑や不良品等の含有情報の共有を図ることが有効ではな

いか。このため、二社間での秘密保持契約の活用等により、含有情報を共有

する取組を更に進めるべきではないか。 

 

②大型家電（鉱種：Nd, Dy） 

エアコンのコンプレッサについて、レアメタル含有部品・非含有部品の効

率的な分別に資するため、メーカーから中間処理業者に対する含有部品の品

番等の情報提供や二社間での秘密保持契約の締結など、先行事例を参考にし

つつ、メーカーとリサイクル業者との間で含有有無情報を共有していくべき

ではないか。具体的には、グループ内企業間（メーカーとリサイクルプラン

ト間）でネオジム磁石の含有有無情報を共有するとともに、メーカーと、リ

サイクルプラントから引き渡されたコンプレッサからのレアメタルのリサイ

クルに取り組む特定の中間処理業者との間でも、秘密保持契約の締結等によ

り含有有無情報の共有を推進すべきではないか。 

 

（３）易解体設計の推進等（鉱種：共通）（製品：共通） 

レアメタルのリサイクルを行う上で、効率的な処理を行う観点から、レアメ

タル含有部品の取り外し・解体の容易化を行うことが重要である。このため、
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製品の特性に応じて、リサイクル業者における製品設計へのニーズを、メーカ

ー側と摺り合わせることによる易解体設計の推進や、メーカーからリサイクル

業者への解体方法に係る情報提供等について、動脈企業と静脈企業との連携が

必要ではないか。静脈企業側のニーズと動脈企業側の設計との調整の円滑化の

ために、例えば国が主導して動脈企業と静脈企業との協議の場を設けてはどう

か。 

 

３．資源循環実証事業（鉱種：Nd, Dy, Co, W）（製品：共通） 

上記１．～２．にある対策を講じることにより将来的にはレアメタルの回収が

ビジネスとして成立する可能性はあるものの、それが実際に進むまでの準備とし

て、使用済製品の回収業者、前処理を行う中間処理業者、後処理を行う製錬業者、

リサイクル材を原材料として使用するメーカー等の動脈・静脈の一連の関係者の

参加の下に官民連携して、資源循環の実証事業を行うことが有効ではないか（取

組例：図２）。実証事業の中で、例えば、経済性分析で見られたように中間処理

段階と金属回収段階の利益配分の工夫をどのように行うか、どの程度の回収量が

確保できれば新たに設備導入して採算性を確保できるか、どのような物流網を構

築すれば効率的か、個々の作業に実際にかかるコストはどの程度かなどの課題に

関して、具体的に検討・解決できるのではないか。 

また、この実証事業により、動脈・静脈双方の事業者における経験・ノウハウ

の蓄積、新たな課題の抽出やその対策の検討にも資するとともに、参加事業者以

外の事業者へのＰＲ効果も働き、国内でレアメタルリサイクルに取り組む事業者

の裾野の拡大・波及も期待されるのではないか。 

なお、５つの鉱種の中でタンタルについては、経済性分析等も踏まえ、まずは

リサイクル技術の開発に重点的に取り組むことが最優先であることから、技術開

発の進捗状況を踏まえた上で実証事業についても検討していくべきではないか。 
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図２ 関係者による資源循環実証の取組例。経済産業省の平成２３年度第３次補正予算により、リサ
イクル事業者、磁石合金メーカー、磁石メーカー、家電メーカー等の関係者が連携して行う、使用
済エアコンからのネオジム磁石回収の実証事業への支援を実施中。 

 

 

４．対策の進捗状況等のフォローアップ等 

  以上のような対策が確実に取り組まれるように、課題毎に必要に応じ別途検討

の場での議論を踏まえ、本合同審議会において、回収率向上策の進捗状況や実際

の回収率の動向はどうなっているか、リサイクル技術開発等がロードマップに沿

って計画通りに進捗しているか、新たな課題は発生していないか、実証事業の実

施状況やその結果はどうなっているか等を半年に一度程度を目途に定期的にフ

ォローアップすることにより、PDCA（Plan, Do, Check, Action）を実施するこ

とは有効ではないか。 

また、今回検討対象としている製品のほかにもレアメタルが多く使用されてい

るものがありうることや、５鉱種のほかにも資源確保の必要性が高まるものがあ

りうることから、引き続きレアメタルの需給動向や使用状況、排出・リサイクル

の実態把握を行い、必要に応じて、今回検討対象とした鉱種・製品以外について

も、レアメタルのリサイクルを促進するための対応策を検討すべきではないか。 
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Ⅲ 中長期的な方向性 

 

Ⅱに示した条件整備集中期間に講じる対策を通じて、２０１０年代後半には、使

用済製品の回収量の増加、リサイクルの効率性の向上、資源循環実証事業等の取組

の効果が現れることにより、ビジネスとしてレアメタルのリサイクルが進む状況を

目指すものの、フォローアップによる PDCA の結果、当面の対応策を実施してもな

おレアメタルのリサイクルが進まない場合や、我が国へのレアメタルの供給途絶等

により需給が更に逼迫した場合等には、例えばレアメタルの回収を強制するなど資

源確保の観点から更に強い措置が必要かどうかの検討が必要となる可能性がある

のではないか。 
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ＮＥＤＯにおける調査検討 



○経済的なリサイクル技術の確立に向け、今後取り組むべき技術開発課題を明らかにするため、既に実用化され
ているリサイクル技術や、現在開発中又は実証試験中のリサイクル技術について調査を実施。 

○これら結果を基に、鉱種・製品ごとに主なリサイクル技術を前処理／後処理の工程別に選定したうえで、実用
性、成熟度、経済性、長所短所、課題等について評価を実施し、今後の技術開発の必要性を検討。 

技術開発ロードマップ案の検討方法について 

 

検討方法の主な流れは以下のとおり。 

 

 

 

検討方法 
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以下の製品・鉱種等について調査検討を実施。 

 製品 部品 部位 対象鉱種 

自動車 
（ＨＥＶ、ＰＨＥＶ、ＥＶ） 

ニッケル水素電池 正極材 Ｃｏ 

リチウムイオン電池 Ｃｏ 

駆動用モーター等 ネオジム磁石 Ｎｄ、Ｄｙ 

ＥＣＵ、カーナビ等の基板 タンタルコンデンサー Ｔａ 

家電４品目 

（ＴＶ、エアコン、冷蔵
庫・冷凍庫、洗濯機・
乾燥機） 

基板 タンタルコンデンサー Ｔａ 

エアコン・冷蔵庫コンプレッ
サーモーター、洗濯機モー
ター 

ネオジム磁石 Ｎｄ、Ｄｙ 

ＰＣ・サーバー 基板 タンタルコンデンサー Ｔａ 

リチウムイオン電池 
（ノートＰＣ） 

正極材 Ｃｏ 

ＨＤＤ 
（ボイスコイルモーター） 

ネオジム磁石 Ｎｄ、Ｄｙ 

小型家電 基板 タンタルコンデンサー Ｔａ 

リチウムイオン電池 
（携帯電話等） 

正極材 Ｃｏ 

超硬工具 － 超硬合金 Ｗ、（Ｃｏ） 

１．既存・開発中のリサイクル技術の調査 

２．既存・開発中のリサイクル技術の評価 

３．技術開発の必要性の検討 

４．開発すべき技術開発課題、目標等の抽出とり
まとめ 

既存及び開発中のリサイクル技術について、文献情報、
Ｗｅｂ情報、経済産業省、環境省、文部科学省、研究開発
独法等の事業情報、企業ヒアリングにより調査 

主なリサイクル技術を処理工程ごとに分解・整理し、経済
性指標により評価 

評価結果を基に、対象鉱種を経済的に回収するために確
立すべき技術開発課題を有識者委員会において検討 

対象製品・鉱種等 



既存又は開発中技術の評価方法について 

○既存又は開発中の主な技術について、前処理／後処理の工程別に経済性評価指標を用いた定量的評価を実
施（ネオジム・ジスプロシウム：２０件、 コバルト：６件、タングステン：６件、タンタル：８件実施）。 

○現在、これら評価結果等を踏まえ、有識者委員会において、今後取り組むべき技術開発課題、達成目標時期等
について検討中。 
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経済性評価指標 

評価例（Ｎｄ･Ｄｙ／エアコン／前処理） 

0 1 2

他金属回収への影響 各工程の操作による目的外金属回収への影響の有無で判断（*1） 悪影響有り 影響無し又は不明 好影響

処理量 各工程で使用される技術の現状の処理量を評価する 小 中または不明 大

技術の汎用性 各工程で使用される技術が他の部品処理にも適用可能性があるかどうかを評価する 可能性小 可能性中又は不明 可能性大

イニシャルコスト 各工程で使用される技術を操作条件、自動化の度合い、複雑さからコスト評価する 高価 普通または不明 安価

用役コスト 各工程で使用される電気・燃料等の必要性とその程度で評価 大 中 小

作業の手間 各工程を手作業、機械化（半自動化）、自動化等、人手のかかり具合（人件費）で評価する 大 中 小

副産物処理 各工程での廃水、排気、固体廃棄物処理の必要性で評価 必要性大 必要性中または不明 必要性無

回収率 各工程での対象鉱種のロスの有無を評価 ロス大 ロス小又は不明 ロス無し

製品価値 システムの最終アウトプット（プロダクト）の取り扱い易さ・受け口（市場）の広さで評価（*2） 小 中 大

システム工程数 システムを構成する工程数 多い 普通または不明 尐ない

対象部品までのコスト システムが受け入れられるフィード物の状態にするまでの手間（コスト）の大小で評価 大 中 小　

*1：影響とは例えば、他の金属で現状回収可能であったものが、本工程導入により回収できなくなる（悪影響）、あるいは逆に回収できる可能性が出てくる・純度が上がる（好影響）など。

*2：アップグレード、水平、カスケードで判断するか。

シ
ス
テ
ム

評価法
評価項目 評価内容

各
工
程

克服すべき課題

1 モータの分離
コンプレッサからモーター部分を取り出
すためにコンプレッサを切断。

エアコン コンプレッサ エアコン用モータ 既存技術 ー 0 0

2 ロータの分離
人力でステータとシェル下部の付いた
ロータを分離。

エアコン エアコン用モータ
シェル下部の付い

たロータ
人力 ー 0 0

3 ロータの分離 シェル下部とロータを分離装置で分離。 エアコン
シェル下部の付
いたロータ

ロータ原形 実証中 ー 0 0

4 ロータの脱磁
ロータごと加熱脱磁炉で脱磁、モールド
樹脂を炭化除去。

エアコン ロータ原形
ロータ原形
（脱磁状態）

既存技術 ー 0 0

5 磁石の分離
ロータ分解・磁石回収装置によりロータピ
ン位置を検出し、ピン頭部を切削、磁石を
分離。

エアコン
ロータ原形
（脱磁状態）

磁石原形
（脱磁状態）

実証中
磁石合金
メーカー

0 0

縦合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 -

評価
（対100）

0 0 0 0 0 0 0 0 - 0

用役コスト
評価

（対100）

作業の手

間

副産物処

理
回収率

他金属回収

への影響
処理量

システムの

工程数

対象部品ま

でのコスト

システムの経済指標

横合計 製品価値

各工程の経済指標

技術の汎

用性

イニシャル

コスト

工程
対象ユーザー

製品
成熟度プロダクト対象部品 引き取り先技術概要
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